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【概要版】 

高齢者の福祉や介護に関する調査 

－事業所調査－ 

実施結果 

調査対象及び回収数 

調 査 対 象：市内介護保険事業所 

サービス種別 発送数 回収数 回収率  サービス種別 発送数 回収数 回収率 

居宅介護支援 104 84 80.8%  認知症対応型通所介護 21 16 76.2% 

訪問介護（国基準型・市基
準型訪問サービスを含む） 

94 58 61.7%  小規模多機能型居宅介護 5 4 80.0% 

訪問入浴介護 4 1 25.0%  
看護小規模多機能型 
居宅介護 

3 2 66.7% 

訪問看護 61 37 60.7%  地域密着型通所介護 57 37 65.0% 

訪問リハビリテーション 8 5 62.5%  介護老人福祉施設 22 18 82.0% 

通所介護（国基準型・市基
準型通所サービスを含む） 

72 46 63.9%  
地域密着型介護老人 
福祉施設入所者生活介護 

1 1 100.0% 

通所リハビリテーション 16 10 62.5%  介護老人保健施設 6 1 16.7% 

短期入所生活介護 24 15 62.5%  介護医療院 1 1 100.0% 

短期入所療養介護 6 0 0.0%  特定施設入居者生活介護 38 18 47.4% 

定期巡回・随時対応型 
訪問介護看護 

5 4 80.0%  
認知症対応型共同生活 
介護 

26 16 61.5% 

夜間対応型訪問介護 1 1 100.0%  高齢者支援センター 13 11 84.6% 

     全体 588 397 67.5% 

 調査結果の見方 

・百分率（％）は、すべて小数点以下第 2 位を四捨五入した数値であるため、合計が 100％になら

ない場合がある。 

・本文中に掲載した図表の単位は、特にことわりのない限り、「％」であらわしている。 

・グラフ内の（   ）は、設問の回答者数（母数）をあらわしている。 

・グラフ内の「回答者数」は、各設問に該当する回答の総数であり、回答率（％）の母数をあらわし

ている。 

資料２－３ 
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 調査結果の概要 

 

 

 

 

（1）サービス種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答事業所の属性について 

 

居宅介護支援

訪問介護（国基準型・市基準型訪問サービスを含む）

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護（国基準型・市基準型通所サービスを含む）

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

介護老人福祉施設

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

介護老人保健施設

介護医療院

特定施設入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

高齢者支援センター

無回答

21.2

14.6

0.3

9.3

1.3

11.6

2.5

3.8

0.0

1.0

0.3

4.0

1.0

0.5

9.3

4.5

0.3

0.3

0.3

4.5

4.0

2.8

2.8

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

「在宅系」

59.5％

「入所系」

13.9％

回答者数＝ 397 
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（1）事業所運営が赤字である理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※決算状況が赤字である事業所のみ回答 

 

（2）事業所における運営課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業運営について 

 

利用者が少ない

当初の見込みよりも利益がでない

新型コロナウイルス感染症の影響

その他

無回答

25.9

8.9

14.1

8.9

42.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

回答者数＝ 135 

利用者・入所（入居）者の確保

サービス内容の充実

職員の確保

職員の研修体制

リスクマネジメントの強化

利用者からの苦情・クレームの対応

他機関（他事業所等）との連携

その他

無回答

58.9

38.3

77.8

38.5

27.5

16.1

32.5

3.3

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数＝ 397 
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（3）今後３年間の事業展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拡大予定

事業転換予定

現状維持

縮小予定

検討中

無回答

26.7

1.0

54.2

2.0

13.6

2.5

0% 20% 40% 60% 80%

回答者数＝ 397 
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（4）サービスの充足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.5 

1.0 

0.5 

0.5 

9.1 

1.5 

14.4 

3.0 

1.3 

0.8 

6.8 

6.8 

4.0 

3.8 

0.3 

0.3 

0.3 

2.5 

0.3 

0.3 

0.0 

0.8 

6.3 

0.0 

57.7 

37.8 

18.9 

34.0 

56.7 

42.8 

64.2 

44.8 

46.9 

21.4 

37.0 

64.7 

49.9 

48.6 

43.8 

8.6 

14.6 

41.3 

27.2 

15.9 

13.6 

33.0 

44.1 

8.6 

13.4 

19.6 

18.1 

17.6 

8.6 

15.4 

2.8 

19.9 

19.4 

24.2 

12.6 

2.8 

5.5 

16.4 

22.7 

22.4 

19.4 

20.2 

23.4 

20.7 

24.4 

22.2 

12.6 

17.4 

7.3 

21.7 

15.9 

8.3 

2.8 

9.1 

1.8 

4.8 

3.3 

9.3 

3.8 

0.0 

0.8 

4.0 

5.5 

17.6 

25.4 

5.5 

11.8 

10.1 

16.9 

7.8 

2.0 

26.4 

13.1 

14.1 

39.3 

33.2 

17.1 

24.7 

10.8 

20.7 

23.2 

37.5 

33.8 

19.9 

33.2 

21.4 

20.9 

44.3 

33.8 

23.9 

31.0 

45.3 

38.3 

29.7 

28.2 

41.3 

6.0 

5.8 

7.3 

6.3 

5.8 

6.5 

6.0 

6.8 

6.0 

6.8 

6.0 

5.8 

6.5 

5.8 

6.8 

6.8 

6.5 

6.5 

6.3 

7.8 

6.8 

6.5 

6.8 

6.3 

居宅介護支援

訪問介護

通院等乗降介助

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型通所介護

夜間対応型訪問介護

回答者数＝397 過剰 おおむね充足 やや不足 不足 わからない 無回答
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（1）職員確保の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人材育成・確保について 

 

13.9 

22.6 

7.5 

15.6 

6.7 

16.7 

0.0 

14.7 

18.2 

32.5 

28.6 

34.0 

38.5 

40.0 

0.0 

28.6 

29.4 

36.4 

30.0 

20.2 

33.0 

33.0 

26.7 

66.7 

23.8 

38.2 

27.3 

20.4 

25.0 

22.6 

11.0 

26.7 

16.7 

42.9 

14.7 

9.1 

0.8 

1.2 

0.0 

0.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

9.1 

2.5 

2.4 

0.9 

2.8 

0.0 

0.0 

4.8 

2.9 

0.0 

全体(397)

ＣＭ(84)

訪問型(106)

通所型(109)

短期入所型(15)

多機能型(6)

介護施設(21)

ＧＨ・特定施設(34)

支セ(11)

確保できて

いない時がある

確保すること

が難しい
無回答

常時確保

できている

ほぼ確保

できている
その他
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（2）職員の新規採用を拡大するための方策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）職員の離職理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅確保の支援、あるいは家賃の補助を行う

元気高齢者（アクティブシニア）の雇用を増やす

外国人職員の雇用を増やす

資格取得等に必要な受講料等の奨学金制度を設ける

施設内保育、施設内託児室などを設ける

介護実習生の受け入れを拡大する

その他

無回答

11.6

22.2

18.6

30.7

4.3

17.6

23.4

17.4

0% 10% 20% 30% 40%

回答者数＝ 397 

過去１年間に離職者はいなかった

法人や事業所の理念や運営のあり方との相違

職場の人間関係

賃金が低い

条件の良い仕事、職場への転職

結婚・出産・妊娠・育児

親の介護

仕事がきついため

本人の病気

その他

不明

無回答

20.4

14.4

22.7

14.1

29.5

6.5

10.6

12.6

23.4

19.9

2.8

8.8

0% 10% 20% 30% 40%

回答者数＝ 397 
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（4）職員の就労継続のための取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賃金・労働時間等の改善

能力や仕事ぶりの評価実施と配置や処遇への反映

非正規職員から正規職員への転換

研修などの能力開発の充実

勤務日や労働時間（時間帯・総労働時間）の調整

業務の改善や効率化等による働きやすい職場づくり

職場環境の改善

福利厚生の充実

職員の健康管理の支援

その他

特にない

無回答

39.0

41.3

35.5

40.3

63.2

56.2

44.1

21.7

36.0

2.8

3.5

3.0

0% 20% 40% 60% 80%

回答者数＝ 397 
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（1）今後強化すべき取り組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケアシステムについて 

 

介護予防、フレイル予防への取組み

多職種事業所間のネットワークの構築と強化

地域ケア会議で挙げられた課題の共有

高齢者支援センターのさらなる機能強化

地域包括ケアの具体的な事例の共有

生活支援コーディネーターの育成

町内会･自治会、ボランティア等の地域資源との連携の強化

要介護度改善（自立支援介護）を目的とした連携

認知症の人やその家族の視点を重視した地域づくり

家族介護者への支援

在宅医療を支える医療・介護連携の推進

情報共有のためのＩＣＴ等の活用

介護の人材確保・育成・定着への取り組み

在宅での看取り体制の強化

地域の特性に応じた介護保険サービス提供体制の構築

市民への啓発

新たな担い手（元気高齢者など）の活躍支援

その他

無回答

32.5

44.6

27.0

21.9

20.4

11.8

43.3

18.4

39.3

49.4

37.5

34.8

47.9

25.9

22.9

22.9

25.9

3.8

3.0

0% 20% 40% 60%

回答者数＝ 397 
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（2）「16 のまちだアイ・ステートメント」の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）医療ニーズがある方への対応についての課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容を理解しており、日々の業務の中で活用している

内容を理解している

聞いたことはあるが、内容は分からない

知らない

無回答

4.0

30.5

33.2

27.7

4.5

0% 10% 20% 30% 40%

回答者数＝397 

かかりつけ医、病院等との緊急時の
連絡体制の整備

訪問看護との連携

基本的な医学知識の習得（職員）

在宅療養に対する市民への理解啓発

病状の急変時の対応マニュアルの作成

痰の吸引等の医療的ケアに関する研修の充実

その他

無回答

61.5

38.3

41.3

14.9

24.9

20.4

4.8

4.5

0% 20% 40% 60% 80%

回答者数＝ 397 



11 

 

（4）医療機関と連携して取り組んでいること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者の健康管理や処置について助言を受けている

提携病院があり、一般的な入院を
受け入れてもらっている

急変時の入院を依頼できる病院がある

緊急時の対応体制を確保してもらっている

職員研修を支援してもらっている

その他

特に連携していることはない

無回答

49.4

11.1

11.3

19.6

3.8

2.5

21.2

22.7

0% 20% 40% 60%

回答者数＝ 397 
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（1）事業継続計画（ＢＣＰ）策定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営に関する基準への取り組みについて 

 

42.1 

33.3 

43.4 

41.3 

46.7 

50.0 

57.1 

52.9 

45.5 

17.6 

15.5 

20.8 

22.9 

6.7 

0.0 

9.5 

11.8 

18.2 

34.8 

41.7 

32.1 

33.9 

46.7 

50.0 

33.3 

17.6 

27.3 

5.5 

9.5 

1.8 

3.8 

0.0 

0.0 

0.0 

17.6 

9.1 

全体(397)

ＣＭ(84)

訪問型(106)

通所型(109)

短期入所型(15)

多機能型(6)

介護施設(21)

ＧＨ・特定施設(34)

支セ(11)

検討中 無回答している していない



13 

 

（2）パワーハラスメントの防止に関する研修等の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）高齢者虐待の防止に関する研修の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指針を定め、研修を非常勤職員等を含む全従業者に実施し、
外部及び内部の相談窓口を設け、その情報を全従業者に周知している

指針を定め、研修を一部の従業者（正規職員や管理職など）に実施し、
外部及び内部の相談窓口を設け、その情報を一部の従業者にのみ周知している

指針を定め、研修を非常勤職員等を含む全従業者に実施し、
内部の相談窓口のみ設け、その情報を全従業者に周知している

指針を定め、研修を一部の従業者（正規職員や管理職など）に実施し、
内部の相談窓口のみ設け、その情報を一部の従業者にのみ周知している

全く対応していない

無回答

38.8

4.8

18.4

12.1

18.9

7.1

0% 20% 40% 60%

回答者数＝ 397 

非常勤職員等を含む全従業者に対し実施している

一部の従業者（正規職員や管理職など）に
対してのみ実施している

実施していないが、今後実施を予定している

実施していない

無回答

71.8

6.0

14.4

4.5

3.3

0% 20% 40% 60% 80%

回答者数＝ 397 
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（1）利用希望の多いサービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所別の設問 

 

訪問介護

訪問看護

夜間対応型訪問介護

居宅療養管理指導

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

短期入所生活介護

福祉用具貸与

住宅改修

地域密着型介護老人福祉施設

介護療養型医療施設・介護医療院

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型通所介護

訪問入浴介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

看護小規模多機能型居宅介護

短期入所療養介護

福祉用具購入

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

特定施設入居者生活介護(介護付有料老人ホーム)

認知症対応型共同生活介護

サービス付き高齢者向け住宅

住宅型有料老人ホーム

特にない

無回答

82.1

43.2

2.1

14.7

8.4

1.1

25.3

89.5

41.1

0.0

0.0

0.0

24.2

11.6

1.1

15.8

84.2

27.4

2.1

2.1

45.3

13.7

5.3

2.1

3.2

7.4

5.3

0.0

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数＝ 95 
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（2）ケアプランの作成において、地域の資源を活用した経験の有無 

 

  

90.5%

2.1%
7.4%

ある

ない

無回答

回答者数＝ 95 
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【回答事業所の属性について】P2 

・回答事業所の約 6割は在宅系の事業所である。 

 

【事業運営について】P3～P5 

・約 8 割の事業所が事業所運営の課題として「職員の確保」をあげている。 

・介護従事者の実感として、「不足」及び「やや不足」の合計が４割を超えているサービスは以下の

ものである。 

○訪問介護 

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

○看護小規模多機能型居宅介護 

○夜間対応型訪問介護 

 

【人材育成・確保について】P6～P8 

・約半数の事業所が必要とする職員数を確保できない時がある。 

・約 3 割の事業所が職員の新規雇用拡大のために、資格取得に必要な受講料等の奨学金制度

が有効だと考えている。 

・約 3 割の事業所が職員の離職理由として「条件のよい仕事、職場への転職」をあげている。 

 

【地域包括ケアシステムについて】P9～P11 

・約半数の事業所が今後強化すべき取組みとして「家族介護者への支援」及び「介護人材の確

保・育成・定着への取組み」をあげている。 

・急変時の入院を依頼できる病院がある事業所は約 1割のみである。 

 

【運営に関する基準への取り組みについて】P12～P13 

・約半数の事業所が事業継続計（BCP）を作成していない。 

・約 2 割の事業所がパワーハラスメントの防止に関する研修等に対応していない。 

 

【事業所別の設問】P14～P15 

・利用希望の多い介護サービスの上位３つは、「福祉用具貸与（89.5％）」、「通所介護（84.2％）」、

「訪問介護（82.1％）」である。 

・ケアプラン作成を行う事業所の約 9割が、各種ボランティアや見守り支援ネットワーク等の地域

資源をケアプランに盛り込んだ経験がある。 

 

結果のまとめ 

 


